
群馬県行政改革大綱実施計画

【具体的な取組】

①「審議会等の会議の公開に関する指針」の徹底による審議会審議状況の公開の促進〔取組所属：◎県民センター〕〔関係所属：審議会等所管所属〕

【現状・課題（平成25年度時点）】 【改革内容】

【具体的工程】

年度

（実施なし）

（実施なし）

目標 1　県民目線の県政の実施 改革 改革1　情報提供・情報発信手段の充実 取組事項 (1)審議会等の議事概要など公開資料等の充実

①「審議会等の会議の公開に関する指針」の徹底による審議会審議状況の公開の促進
②公文書提供制度の対象拡大
③公社・事業団等の情報の充実
④公共事業等の見える化の推進

　審議会等は、「審議会等の会議の公開に関する指針」により、原則として、会議録又は会議結果の概要を公開しているが、公開方法や項
目等がまちまちである。
　また、情報の更なる充実のため、審議会等以外の会議の審議状況の公開も進めていく必要がある。

ア　公開方法や項目等に係るルールを定めた上で、実施していく。
イ　審議会会議録等のホームページでの公開を体系立て、分かりやすくする。
ウ　審議会等以外への対象拡大を行う。

計画（上段）・結果（下段）
取組状況

作　　業 １四半期 ２四半期 ３四半期 ４四半期

H26

ア

統一的なルールの検討・策定

＜取組の目標＞
ア　働きかけ、指導助言の実施
イ　体系的な整理のための方針決定

＜結果（取組結果）＞
ア　△
イ　△

＜評価＞

Ｂ
ルールに基づく公開への働きか
け

＜参考指標＞
ア　会議録等の公開状況［24年度　49件（結果概要公開36件、会
議録公開13件）、25年度　未把握］
イ　ホームページの掲載［24年度　48件、25年度　未把握］

＜結果（取組後の指標値）＞
ア　51件（結果概要
公開38件、会議録公
開13件）
イ　47件

公開状況の確認・指導助言

イ

ホームページにおける体系的な
整理のための検討

＜要因分析＞
ア　他の業務との関係上、公開
状況を把握して県情報公開審議
会でルールの検討を行った時期
が26年度末となったため、公開
への働きかけまで至らなかった。

＜次年度への課題＞
 会議録等の公開状況の調査結
果等を踏まえ、審議会担当職員
へ「審議会の会議の公開に関す
る指針の運用」に係る公開項目
の徹底を図る。

＜課題を踏まえての対応＞
　審議会等担当者会議を開催
し、制度の趣旨説明を行う。

ホームページにおける体系的な
整理のための方針決定
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イ
ホームページにおける体系的な
整理の検討、方針決定

H27

ア

ルールに基づく公開への働きか
け

＜取組の目標＞
ア　働きかけ、指導助言の実施
イ　体系的な整理のための方針決定
ウ　対象拡大に係る方針決定

＜課題を踏まえての対応＞
　担当所属に対し、より一層わか
りやすい通知を作成する。（※27年
度評価における委員会意見等を踏まえ修
正）

対象拡大の検討

対象拡大の方針決定

－

＜結果（取組結果）＞
ア　△
イ　○
ウ　○

＜評価＞

Ｂ
公開状況の確認・指導助言

＜参考指標＞
ア　会議録等の公開状況
イ　ホームページの掲載
ウ　審議会等以外の会議録等の公開

＜結果（取組後の指標値）＞
ア 48件（結果概要
29件、会議録19件）
イ 48件
ウ 28件

＜取組の目標＞
ア　働きかけ、指導助言の実施
イ　体系的な整理のための取組の実施
ウ　働きかけの実施

＜結果（取組結果）＞
ア　○
イ  △
ウ　○

＜評価＞

ウ
審議会等以外の会議の会議録
公開への働きかけ

＜要因分析＞
ア、ウ　働きかけを早期に実施し
たことが、結果指標値の上昇に
つながった。
イ　他の業務との関係上、状況
確認のための調査が年度末とな
り、関係所属への依頼が一部に
とどまった。

＜次年度への課題＞
イ　ホームページの体系的な整
理をさらに進める。

＜課題を踏まえての対応＞
イ　次期大綱実施計画における
取組（ホームページにおける審議
会等の説明概要の公開様式統
一）を着実に実施する。

ウ

対象拡大の実態調査

＜要因分析＞
ア　公開方法や項目について
は、関係規程を改正して統一す
ることで、改善を図った（28年4
月1日付け施行）。
ア　公開への働きかけについて
は、関係課に負担のかかる会議
を開催しなくても、十分に周知が
可能と判断し、文書で行った。他
の業務との関係上、関係規程に
基づいて公開を実施するようにと
の働きかけや指導助言の時期が
下半期となってしまい、既に実施
した所属は従来と同様の実施と
なってしまった。（※27年度評価におけ
る委員会意見等を踏まえ修正）

＜次年度への課題＞
　年度当初に、新たなルールに
基づく公開への働きかけを行い、
体系的な整理を実施し、年度末
に確認・指導を行う。

Ｂ
公開状況の確認・指導助言

＜参考指標＞
ア　会議録等の公開状況
イ　ホームページの掲載
ウ　審議会等以外の会議録等の公開

＜結果（取組後の指標値）＞
ア 54件（結果概要
40件、会議録14件）
イ 53件
ウ 36件

イ
年度を通じてのホームページに
おける体系的な整理の取組

H28

ア

ルールに基づく公開への働きか
け
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②公文書提供制度の対象拡大〔取組所属：◎県民センター〕〔関係所属：全所属〕

【現状・課題（平成25年度時点）】 【改革内容】

【具体的工程】

年度

＜結果（取組結果）＞
ア　△
イ　○
ウ　○

＜評価＞

Ｂ
県民向けに、広報媒体を通じて
制度の周知

＜参考指標＞
ア　県民への周知［25年度　ＨＰ掲載　出前講座１回］
イ　職員研修の回数［25年度　10回］
ウ　リストの件数［25年度末　35件］
・　提供公文書数［24年度　1,845枚、25年度　2,380枚］

＜結果（取組後の指標値）＞
ア　HP掲載、出前講
座１回
イ　12回
ウ　40件
・　3,421枚

計画（上段）・結果（下段）
取組状況

作　　業 １四半期 ２四半期 ３四半期 ４四半期

イ 職員研修による制度の周知

H26

ア

県民向けに、窓口や出前講座を
通じて制度の周知

＜取組の目標＞
ア　県民への周知の実施
イ　職員研修等の実施
ウ　対象公文書リストへの追加の検討の実施

H27

ア

県民向けに、窓口や出前講座を
通じて制度の周知

＜取組の目標＞
ア　県民への周知の実施
イ　職員研修等の実施
ウ　対象公文書リストへの追加の検討の実施

　非開示情報が含まれていないことが明らかな公文書について、開示請求よりも簡易な手続で情報提供を行う「公文書提供制度」を導入
し、平成26年3月現在、食品営業許可施設一覧など35の公文書については、リスト化するなどして提供している。
　県民が、より情報を入手しやすい環境を整備していく観点から、対象の拡大に取り組む必要がある。

ア・イ　県民向け、職員向けに制度を周知し、利用の定着を進める。
ウ　 　　対象の拡大を行う。

イ 職員研修による制度の周知
＜要因分析＞
ア　ＨＰでは年間を通じて周知し
ていたが、ＨＰ以外の広報媒体を
利用したのは第４四半期であった
ため、年度当初から実施した場
合に比べ、県民への周知度が低
くなった。（※27年度評価における委員会
意見等を踏まえ修正）

＜次年度への課題＞
　広報媒体を積極的に活用す
る。

＜課題を踏まえての対応＞
　広報資料への定期的な掲載

ウ
繰り返し開示請求される公文書
などの対象リストへの追加の検
討、対象の拡大

ウ
繰り返し開示請求される公文書
などの対象リストへの追加の検
討、対象の拡大

＜要因分析＞
　職員講座及び出前講座の実施
による制度の周知・徹底

＜次年度への課題＞
　さらなる対象リストの拡大を図
る。

＜課題を踏まえての対応＞
　制度の対象となる公文書の掘り
起こし

＜結果（取組結果）＞
ア　△
イ　○
ウ　○

＜評価＞

Ｂ県民向けに、広報媒体を通じて
制度の周知

＜参考指標＞
ア　県民への周知回数
イ　職員研修の回数
ウ　リストの件数
・　提供公文書数

＜結果（取組後の指標値）＞
ア　窓口にて随時、
広報１回、出前講座
0回
イ　14回
ウ　42件・4,268枚

13 改革１（１）



③公社・事業団等の情報の充実〔取組所属：◎総務部総務課〕〔関係所属：公社・事業団等所管所属〕

【現状・課題（平成25年度時点）】 【改革内容】

【具体的工程】

年度

イ 職員研修による制度の周知
＜要因分析＞
ア、イ　年間を通じて、県民及び
職員への制度の周知を行った。
ウ　対象リストの拡大に努めた。

＜次年度への課題＞
引き続き、制度の周知・対象の
拡大に努める。

＜課題を踏まえての対応＞
制度の周知・対象の拡大につな
がる取組を継続して実施する。

ウ
繰り返し開示請求される公文書
などの対象リストへの追加の検
討、対象の拡大

H28

ア

県民向けに、窓口や出前講座を
通じて制度の周知

＜取組の目標＞
ア　県民への周知の実施
イ　職員研修等の実施
ウ　対象公文書リストへの追加の検討の実施

＜結果（取組結果）＞
ア　○
イ　○
ウ　○

＜評価＞

Ａ県民向けに、広報媒体を通じて
制度の周知

＜参考指標＞
ア　県民への周知回数
イ　職員研修の回数
ウ　リストの件数
・　提供公文書数

＜結果（取組後の指標値）＞
ア　窓口にて随時、
広報4回、出前講座
１回
イ　10回
ウ　49件・7,132枚

　本県では、地方自治法及び「知事の調査等の対象となる法人を定める条例」に基づき、基本財産に対する県の出資・出捐額の比率が
25％以上の法人（公社・事業団等）を対象として経営状況等の報告を求め、議会への報告及びホームページへの掲載を行っている。
　公表内容の更なる充実を図るとともに、県民等に対して分かりやすく示していくことが必要である。

　経営状況等に係る情報を充実するとともに分かりやすいよう、議会報告及び公表する
項目の整理及び様式を見直す。

計画（上段）・結果（下段）
取組状況

作　　業 １四半期 ２四半期 ３四半期 ４四半期

＜取組の目標＞
再検討を踏まえた様式による議会報告及び公表

＜結果（取組結果）＞
○

＜評価＞

Ａ
経営状況等に係る定期調査実施

H26

公表様式等の見直し
＜取組の目標＞
見直した様式による議会報告及び公表

＜結果（取組結果）＞
○

＜評価＞

Ａ
経営状況等に係る定期調査実施

＜参考指標＞
なし

＜結果（取組後の指標値）＞
なし

＜要因分析＞
・他県の公表様式を参考に、公
表項目の洗い出しを行った。
・法人の経営状況に関する重要
な情報を端的に公表するには現
行の様式が適しているため、様
式自体の修正は行わないこととし
た。

＜参考指標＞
なし

＜結果（取組後の指標値）＞
なし

＜要因分析＞
　定期調査を実施する際に、法
人の収入額のうち県からの補助
金額等が正確な数字になるよう
に調査を行い、公表した。

＜次年度への課題＞
　経営状況等の概要の資料につ
いては公表されるため、常に分か
りやすい資料が求められている。
（※27年度評価における委員会意見等を踏
まえ修正）

＜課題を踏まえての対応＞
　更に分かりやすい様式となるよ
う、引き続き検討を行う。

定期調査結果の再検討を踏まえた様
式による議会報告及び公表

＜次年度への課題＞
　現行の公表している法人への
補助金などの情報には、県以外
のものが含まれているものがある
ため、県からの補助金がいくらな
のかを明確にする必要がある。

＜課題を踏まえての対応＞
　経営状況等に係る定期調査を
実施する際に、法人への補助金
などの財源についても調査を行
う。定期調査結果の見直した様式による

議会報告及び公表

H27

公表様式等の再検討
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④公共事業等の見える化の推進〔取組所属：◎総務部総務課、林政課、建設企画課〕

【現状・課題（平成25年度時点）】 【改革内容】

【具体的工程】

年度

（実施なし）

（実施なし）

公表様式等の再検討

＜取組の目標＞
再検討を踏まえた様式による議会報告及び公表

＜結果（取組結果）＞
○

＜評価＞

Ａ
経営状況等に係る定期調査実施

＜参考指標＞
なし

＜結果（取組後の指標値）＞
なし

定期調査結果の再検討を踏まえた様
式による議会報告及び公表

＜結果（取組結果）＞
ア　×
イ　○
（http://www.pref.gunma

.jp/06/h8000228.html）

ウ　○

＜評価＞

Ｂ
調査結果取りまとめ・公表の対象
の検討・決定 ＜参考指標＞

ア　新たに見える化する数［24年度　なし、25年度　なし］
イ　県土プランフォローアップ委員会［H25.2開催］
ウ　当年度市町村提案型事業予算に対する採択事業費の割合

＜結果（取組後の指標値）＞
ア　なし
イ　H26.10開催
ウ　96％県土整備プランフォロ－アップ調

査

３四半期 ４四半期

新たな公表情報の発掘調査(職
員へのアンケート等）

＜取組の目標＞
ア　新たに公表する対象の決定
イ　ホームページ公表
ウ　ぐんま緑の県民基金事業情報のホームページ等での公表

＜要因分析＞
　定期調査を実施する際に、どの
財務諸表の数字によるものか分
かりやすくなるよう調査様式を修
正したうえで調査を行い、公表し
た。

＜次年度への課題＞
　取組目標である「公表様式の
見直し」については、継続して取り
組み、必要な見直しを実施す
る。

＜課題を踏まえての対応＞
　毎年度実施する定期調査にお
いて、必要に応じて公表様式の
見直し等を行う。

　公共事業は事業化から完成までに長期間を要し、県民には事業の効果が分かりづらいことから、平成25年4月に策定した「はばたけ群馬・
県土整備プラン2013-2022」において、主要な事業の完成予定年度を公表するなど、「公共事業の見える化」に取り組むこととしている。
　今後は、この方針に基づく取組に加え、その他の分野の事業に係る情報の充実を図り、取組を拡大させていく必要がある。

ア　県民の関心の高い情報等について、発掘し、分かりやすく情報提供する。
イ　完成予定年度を発信した主要な公共事業等の進捗について、ＰＤＣＡサイクルに基
づく点検を実施した上で、県民に分かりやすい情報提供を進めていく。
ウ　ぐんま緑の県民税の使い道を公表する。

計画（上段）・結果（下段）
取組状況

作　　業 １四半期 ２四半期

H28

＜課題を踏まえての対応＞
ア　新たな公表情報の発掘方法
について、引き続き検討を進め
て、実施方法を決定する。

フォローアップ委員会（第三者委
員会）の実施・ホームページ公表

ウ
ぐんま緑の県民基金事業情報の
公表

H26

ア

イ 調査結果取りまとめ

＜要因分析＞
ア　新たな公表情報の発掘手法
として、当初は職員アンケートに
よる実施を予定していたが、より
効果的な実施方法がないか見
直すこととしたため、実施が遅れ
た。また、別の業務を優先したた
め、新たな実施方法の決定まで
至らなかった。

＜次年度への課題＞
ア　新たな公表情報の発掘方法
も含めて、検討する必要がある。
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（実施なし）

H27

ア

「見える化」の観点からの、新た
に公表する情報の検討

＜取組の目標＞
ア　新たに公表する情報案の収集及びとりまとめ
イ　ホームページ公表
ウ　ぐんま緑の県民基金事業情報のホームページ等での公表
ウ　前年度事業実績の公表

＜結果（取組結果）＞
ア　×
イ　○
(https://www.pref.gunm

a.jp/06/h8000267.html)

ウ　○
ウ　○

＜評価＞

Ｂ
新たに公表する情報の収集

イ

県土整備プランフォロ－アップ調
査

＜参考指標＞
ア　新たに見える化する数
イ　県土プランフォローアップ委員会
ウ　当年度市町村提案型事業予算に対する採択事業費の割合

＜結果（取組後の指標値）＞
ア　なし
イ　H28.2月開催
ウ　100％

調査結果取りまとめ

フォローアップ委員会（第三者委
員会）の実施・ホームページ公表

＜要因分析＞
ア　新たな公表情報の発掘方法
について検討は進めていたが、
想定以上に時間を要したため、
具体的な発掘方法の決定まで
至らず、情報案の収集に取り組
むことができなかった。（※27年度評

価における委員会意見等を踏まえ修正）

イ　県土プランのフォローアップ委
員会の開催やホームページ公表
を優先して行った。
ウ　市町村提案型事業の内容や
有用性が、市町村、地域団体に
理解され、地域の体制整備が進
んできた。

＜次年度への課題＞
ア　速やかに新たに公表する情
報を決定し、公表を実施すること
が必要。
イ　公共事業の効果や県土整備
プランの内容をよりわかりやすくす
る方法を検討する必要がある。
（※27年度評価における委員会意見等を踏

まえ追記）

ウ　初年度の実績を今年度末に
公表するが、実績をしっかりと周
知し、事業の実施体制の整備を
進める。

＜課題を踏まえての対応＞
ア　取組所属において新たに公
表する情報案の候補を出して、
情報案所有所属に「見える化」に
適する公表ができないかの検討
を促したい。
イ　国や他県の事例等を踏まえ、
ホームページでの公表方法等を
検討し、今後反映できるよう調整
したい。（※27年度評価における委員会意

見等を踏まえ追記）

ウ　県ホ－ムペ－ジや各種広報
媒体を活用して、目に見える形で
実績を公表周知していく。

ウ

ぐんま緑の県民基金事業情報の
公表

前年度事業の実績のとりまとめ、
公表
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H28

ア

新たに公表する情報の検討
＜取組の目標＞
ア　新たに公表する情報の決定
イ　ホームページ公表
ウ　ぐんま緑の県民基金事業情報のホームページ等での公表
ウ　前年度事業実績の公表

＜結果（取組結果）＞
ア　○
イ　○
(http://www.pref.gu
nma.jp/06/h80002
89.html)
ウ　○
ウ　○

＜評価＞

ウ

ぐんま緑の県民基金事業情報の
公表

＜要因分析＞
ア　公共事業の効果をわかりや
すく説明する「公共事業ストック
効果事例集」をホームページで
公表した。
イ　県土プランのフォローアップ委
員会では、「主要事業の進捗状
況」など新たな情報をホーム
ページで公表をした。
ウ　市町村提案型事業の情報を
公表することにより、事業の内容
や有用性が、市町村や地域団体
に浸透し、事業の推進が図られ
た。

＜次年度への課題＞
ア　公共事業への理解や関心を
深めるため、わかりやすい情報発
信の拡充に努めていく必要があ
る。
ウ　事業の更なる推進を図るた
め、前年度の実績及び当年度の
計画等の情報を早期に公表・周
知する。

＜課題を踏まえての対応＞
ア 「はばたけ群馬・県土整備プラ
ン」を改定し、公共事業に係る実
施状況やその効果等を最新情
報に更新するとともに　「公共事
業ストック効果事例集」の公表数
を増やし、わかりやすい情報発信
の拡充に努めていく。また、実施
中箇所の事業目的や進捗状況
等の見える化についても検討して
いきたい。（※28年度評価における委員

会意見等を踏まえ追記）

ウ　県ホ－ムペ－ジや各種広報
媒体を活用して、目に見える形で
事業の実績等を早期に公表・周
知していく。

前年度事業の実績のとりまとめ、
公表

Ａ

新たに公表する情報の収集

新たに公表する情報の公表

イ

県土整備プランフォロ－アップ調
査

調査結果取りまとめ
＜参考指標＞
ア　新たに見える化する数
イ　県土プランフォローアップ委員会
ウ　当年度市町村提案型事業予算に対する採択事業費の割合

＜結果（取組後の指標値）＞
ア　あり（１６事業）
イ　H28.9月開催
ウ　100%

フォローアップ委員会（第三者委
員会）の実施・ホームページ公表
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【全体を通じた成果評価（中間評価）】

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

Ｂ

＜評価の理由＞
・審議会審議状況、公文書提供対象拡大、主要な公共事業
進捗情報、ぐんま緑の県民基金事業情報の公開が進んでい
るが、公社・事業団等情報など公開情報の内容の充実余地
がまだある。

Ｂ

＜評価の理由＞
・審議会審議状況、公社・事業団等情報、主要な公共事業
進捗情報、ぐんま緑の県民基金事業情報の公開が進んでい
るが、さらなる公社・事業団等情報を見やすくするなど公開情
報の内容の充実ができる。

Ｂ

＜評価の理由＞
・審議会審議状況、公文書提供対象拡大ともに進んだが、
ホームページの体系的な整理の実施が不十分であった。
・公社・事業団等情報について、県民に対してより分かりやすく
公表することができた。
・「はばたけ群馬・県土整備プラン」フォローアップ委員会で
は、新たに「主要事業の進捗状況」等の情報を追加し、ホー
ムページで公表を行った。また、公共事業の効果をわかりや
すく説明する「公共事業ストック効果事例集」に１６事業を追
加公表することができた。
・ぐんま緑の県民基金事業の情報公開は計画どおりに実施す
ることができた。

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
・ホームページを利用するなど情報公開の一層の推進を望む。まだまだ
不十分。
・情報公開の量や割合を増やしても、県民に届かなければ意味がない。
県民に分かりやすい言葉・切り口での情報公開を望む。
・27年度は目標達成できるよう、担当者会議を開催し趣旨説明を行うとと
もに、取組みが実施されているかどうか、期中で確認し、取り組まれていな
い場合は、原因を把握し、改善できるように助言、支援を行うべき。

【具体的な取組①について】
・取組の目標である改革内容のアが未着手、イが検討であるため、評価
はＣないしＤが妥当。Ｂという自己評価は甘い。
・改革内容のア、イともに結果△。作業もア・イともに実施なしで、結果も平
成24年度と比較して変化が見られない。取組事項(1)の成果評価がＢ
（成果あり）であるが、他の一部の取り組みを見て良い評価をするのではな
く、次の改革につなげていくために、一部検討段階があるのであれば低い
評価Ｃにすべきではないか。
【具体的な取組②について】
・要因分析である周知・徹底による結果を分析し、次年度にどう改善する
かを課題として的確に捉えなければ対象リストの拡大が結びつかないと感
じる。
【具体的な取組③について】
・公表様式の見直しは必要ないと判断されたことで、分りやすく示すための
手法が違ったこととなる。H27以降の計画の見直しが必要ではないのか。
【具体的な取組④について】
・別の業務を優先することが要因では今年度以降実施されるかわからな
い。この業務の実施につなげるための要因分析が必要ではないか。
・３年連続して新たに公表する情報が決定できていないので次年度は必
ず達成していただきたい。

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
【具体的な取組①について】
・審議会等の会議公開について、平成27年度は公開すべき審議会57件
のうち48件公開したとのことだが、公開できなかった９件について、理由を
明確にし、改善に取り組んでいただきたい。公開できないのであれば、最
初から「非公開」として、目標件数にいれない方がよい。
・審議会については、できる限り公開した方がいいとは思うが、職員の仕事
量の増加（残業等の増加）やホームページの閲覧状況によっては、公開
請求があったら公表という形でもいいのではないか。
・現状・課題として「公開方法や項目等がまちまちである」とされていたが、
結局改善されたのかが不明。
・要因分析欄に記載されている内容が要因分析になっていない。なぜ会
議の開催に替える必要があったかが不明。取組の目標アの結果が「△」と
なっているが、どのような基準で「○」としなかったのかが不明。
・課題を踏まえての対応として「担当所属が理解しやすい通知を作成す
る」とあるが、なぜ理解しにくい通知を作成してしまったのかが不明。
【具体的な取組②について】
・現状・課題として「対象の拡大に取り組む必要がある」とされているが、こ
れに関する目標が不明瞭。
・要因分析として「県民への周知回数が少なかった」とあるが、そもそも周
知回数の目標は何回でなぜ周知回数が少なかったのかの分析を行うべ
きである。
【具体的な取組③について】
・公社・事業団については経営状況の透明化のためにも、より一層の情報
公開を望む。
・次年度への課題欄と課題を踏まえての対応欄の記載内容が同じであ
り、重複している。
【具体的な取組④について】
・現状・課題として「（公共事業は）県民には事業の効果が分かりづらい」と
しており、これに対する改革はできたか。事業の効果が県民にとってわかり
やすくなったか否かが検証されているか、が不明。
・要因分析アについて、記載されている内容は結果の説明であり、要因分
析とは言えない。なぜ決定に至らなかったのかを分析すべきである。
・「はばたけ群馬・県土整備プラン2013－2022」は情報量が多く、実際に
今年度の予定では、どの公共工事が完工するのかよくわからない。今年
度はいつどの工事が着工して完工するのか、もっとわかりやすい説明をお
願いしたい。

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
【具体的な取組①について】
・ホームページを更に見やすく、検索しやすくしていただきたい。
・前年度に比べ、一歩前進したことがうかがえる。
【具体的な取組②】
・『公文書提供制度』については、まだ知らない人が多いので県民への周
知徹底を図っていただきたい。
・公文書提供制度対象公文書リスト件数が増加したことは、評価できる。
・実施評価結果が↑Ａとなっているが、前年までのＢと結果の多くは変わ
らないと思われる。ア△が○になっているが内容不明。
【具体的な取組④】
・公共事業については更に分かりやすい情報発信が必要。
・「公共事業ストック効果事例集」の発行等により見える化等に向けては、
一定の努力が認められる。
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【総合評価（最終評価）】 【改訂履歴】

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
・審議会等会議録等ホームページ公開数、公文書提供制度対象公文書リスト件数がともに増加したことは評価できる。
・会議録や会議結果の概要の公開方法や項目等がまちまちであった当初と比較して、具体的にどのように整備されたのか。
・ホームページ公開件数53件が全体の何％に当たるのかが不明。
・公文書提供制度対象公文書リスト件数49件についても全体の何％に当たるのかが不明。
・国では行政文書が短い期間で破棄されたり、あるはずの記録が見つからないといった問題が次々と指摘されている。県ではこのようなことはないと
言えるか。
・公共事業の効果事例集をホームページに公表したことは評価できるが、公共事業以外の事業に対して新たな情報公開に至らなかったため、総合
評価は「Ｂ」が適正である。
・公共事業について『見える化』等、更に分かりやすい情報発信を期待している。

Ｂ

＜課題＞
・審議会等の審議状況を公開するホームページについて、体系的な整理をさらに進める。
・公の施設の運営状況を公表して、施設の見直しや管理運営の改善に役立てる必要がある。
・公共事業への理解、関心を更に図るため、現在の取り組みを継続して行っていくとともに、「見える化」していく情報の拡充に取り組む必要がある。
・ぐんま緑の県民基金事業の更なる推進を図るため、前年度の実績及び当年度の計画等の情報を早期に公表・周知する。

取組事項 (1)審議会等の議事概要など公開資料等の充実 H27.4～8　H26年度自己評価の実施
H27.4～8　①②　組織改正により取組所属変更
H27.4～8　①②④　H26年度取組結果を踏まえ、H27年度以降の
工程見直し
H27.9～10　H26年度第三者評価の実施
H28.2～5　H27年度自己評価の実施
H28.2～5　①②④　H27年度取組結果を踏まえ、H28年度の工程
見直し
H28.6　H27年度第三者評価の実施
H29.3～6　H28年度自己評価及び総合評価の実施
H29.8　H28年度及び総合評価に対する第三者評価の実施

＜推進期間終了後の成果指標＞
①　審議会等の会議録又は議事概要で非公開とする理由がないものに
ついてのホームページでの公開数
②　提供対象公文書リストへの追加件数
③　公社・事業団等情報公表様式の修正箇所数
④ア　新たに公表することとした情報の数（事業数）
④イ　県土整備プランフォローアップ委員会の開催、結果の公表
④ウ　ぐんま緑の県民基金市町村提案型事業予算に対する採択事業費
の割合

＜推進期間終了後の成果指標値＞
①H26：47件　H27：48件　H28：53件
②14件（対平成25年度比）
③２箇所
④ア　H26　なし　　H27　１３事業　　H28　１６事業
④イ　H26.10月開催、H28.2月開催、H28.9月開催（全て結果公表済）
④ウ　100%

＜評価＞ ＜評価の理由＞
・審議会等の審議状況の公開について、公開方法や項目等に係るルールを規定し、当該ルールに則った公開を働きかけた結果、公開
件数、内容ともに改善された。また、審議会等以外の会議についても審議状況の公開が進んだ。一方、ホームページの体系的な整理の
実施が不十分であった。
・公文書提供制度について、年間を通じての県民及び職員への制度の周知や、対象リストの拡大に努めた結果、対象リストの件数が増加
するとともに、県民による利用も定着した。
・公社・事業団等情報は、公表様式を見直すことで県民に対してより分かりやすく公表することができた。
・毎年、県土整備プランフォローアップ委員会を開催し、主要な公共事業の進捗管理を行い、ＰＤＣＡサイクルの点検に努めるとともに、
委員会の資料等をホームページに公表し、県民へのわかりやすい情報提供に努めた。平成２８年度のフォローアップ委員会では、「主要
事業の進捗状況」など新たな情報を提供し、ホームページでも公表を行った。
・新たな「見える化」の取組として、公共事業の効果をわかりやすく説明する「公共事業ストック効果事例集」のホームページにおける公表
を行った。
・一方で、公共事業以外の事業に対しては、新たな情報の公表に至らなかった。
・ぐんま緑の県民基金事業の情報公開は計画どおりに実施することができた。
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群馬県行政改革大綱実施計画

【具体的な取組】

①ソーシャルメディアの有効活用〔取組所属：◎広報課〕〔関係所属：ソーシャルメディア導入所属、災害・観光・ブランド振興等の関係各所属〕

【現状・課題（平成25年度時点）】 【改革内容】

【具体的工程】

年度

Ａ

－

＜要因分析＞
　平成27年度に実施した県政県
民意識アンケートの自由記載の
記述を用いてテキストマイニング
の手法を試したところ、性別・年
齢別の単語の出現数や組み合
わせ等について定量的な分析を
行うことができた。
　このことから、同様の方法でツ
イッター等のSNS等ビッグデータ
を分析し、広聴チャンネルの拡大
を図るモデルを決定した。（※27年
度評価における委員会意見等を踏まえ修正）

＜次年度への課題＞
　SNS等ビッグデータを活用し、
県外を含め、幅広く情報を集め、
効果的な情報発信に活かしてい
く必要がある。

＜課題を踏まえての対応＞
　大学との連携や民間サービス
等を活用し、広聴チャンネルの拡
大を検討する。

＜次年度への課題＞
・引き続き、ソーシャルメディアの
効果的な活用を検証する。

＜課題を踏まえての対応＞
・H28年度の県ホームページリ
ニューアルに合わせ、ソーシャル
メディアの効果的な活用を進め
る。

H27

導入モデル(ビッグデータ（SNSデータな
ど）を活用し効果的に情報発信するモ
デル)の検証・決定

＜取組の目標＞
導入モデルの決定

＜結果（取組結果）＞
○

＜評価＞

＜参考指標＞
検証サンプル数

＜結果（取組後の指標値）＞
451

H26

ソーシャルメディアの利用の現状分析
（庁内）

＜取組の目標＞
導入モデルの検討の実施

＜結果（取組結果）＞
○

＜評価＞

Ａソーシャルメディアの利用の現状分析
（他県）

＜参考指標＞
導入モデルの検討件数［25年度　なし］

＜結果（取組後の指標値）＞
なし

目標 1　県民目線の県政の実施 改革 改革1　情報提供・情報発信手段の充実 取組事項 (2)提供・発信手段の充実・多様化

効果的な発信の導入モデルの検討

①ソーシャルメディアの有効活用
②安心・安全情報の提供手段の充実

　ソーシャルメディアを活用した発信については、ぐんまちゃん、観光、農産物、地域情報、県政情報等に関する情報発信にフェイスブックや
ツイッター等を利用しているが、それぞれの所属がそれぞれ実施している状態であり、県として効果的な活用ができているかは検証できてい
ない。また、ツイッターに関しては、ホームページへの閲覧の誘導にとどまっている。

　現状を検証し、ツイッター等のソーシャルメディアを活用した効果的な発信について、
検討した上で実施する。

計画（上段）・結果（下段）
取組状況

作　　業 １四半期 ２四半期 ３四半期 ４四半期

＜要因分析＞
－
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②安心・安全情報の提供手段の充実〔取組所属：◎危機管理室〕

【現状・課題（平成25年度時点）】 【改革内容】

【具体的工程】

年度

＜次年度への課題＞
・システム仕様の決定延期によ
り、その後のスケジュールを見直
す必要がある。

＜課題を踏まえての対応＞
・システム仕様決定延期により、
H27年度以降の工程を見直す。

－

H26

総合防災情報システムの仕様に係る
市町村等関係機関との協議

＜取組の目標＞
システム仕様決定

＜結果（取組結果）＞
△

＜評価＞

＜参考指標＞
情報発表の状況［H25　手動による県ホームページへの情報掲載
33回（大雪関係）］

＜結果（取組後の指標値）＞
手動による県ホーム
ページへの情報掲載
3回（火山・台風関
係）

Ｂ

総合防災情報システム仕様決定
＜要因分析＞
・システム仕様の万全を期すた
め、システム仕様の決定が3ヶ月
延期となった。

　防災・災害関連情報の県民への情報提供は、防災情報システムや情報端末、電話、ファクシミリ等の手段により収集した情報を手作業で
整理・分析し、さらにそれぞれの発表様式への加工をした上で、県ホームページへの掲載や報道発表、公共情報コモンズを通じて行ってお
り、的確・迅速な情報伝達の面で課題がある。

　市町村との役割分担や調整を図った上で、収集した情報の整理集約や分析から、公
共情報コモンズを通じた県民への情報伝達及び発表までの処理を迅速に完結すること
のできる総合的なシステムを開発・導入していく。

計画（上段）・結果（下段）
取組状況

作　　業 １四半期 ２四半期 ３四半期 ４四半期

Ａ

－

＜参考指標＞
分析サンプル数

＜結果（取組後の指標値）＞
Twitter　16,919件
県政県民意識アン
ケート　474件

＜要因分析＞
昨年度に続き、県政県民意識ア
ンケートの自由記載の記述を用
い、テキストマイニングにより、定
量的な分析を行った。また、大量
のTwitterのテキストデータを対
象にテキストマイニングにより分析
し、広聴チャンネルの拡大を図っ
た。

＜次年度への課題＞
近年の県民等のニーズの複雑化
や多様化、インターネット社会に
合わせ、幅広く情報を収集する
手段として、引き続きソーシャル
メディア上で発信されているクチ
コミ情報の活用など情報チャンネ
ルの拡大を図る必要がある。ま
た、得られた情報は適切に所管
所属と共有し、活用する体制を
整える必要がある。

＜課題を踏まえての対応＞
テキストマイニングを用いて、ソー
シャルメディア上のクチコミやアン
ケートの自由記入回答等のテキ
ストデータの定量的・定性的な分
析を進め、所管所属等と情報を
共有し、県政に反映できる体制を
整える。

H28

本格稼働
＜取組の目標＞
本格稼働

＜結果（取組結果）＞
○

＜評価＞
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（実施なし）

＜参考指標＞
なし

＜結果（取組後の指標値）＞

総合防災情報システム端末設定作
業・性能試験

・その後の仕様策定作業において、オンプレミス型と比較してサーバ等機器類を県庁外に置くクラウド
型が総合的に優れていることがわかり、平成27年度第一四半期にクラウド型での仕様を決定した。
・クラウド型でシステム構築する場合、そのほとんどはソフトウェア開発となり、据付や配線敷設などいわ
ゆる工事部分がごくわずかとなることから、「工事費」ではなく業務委託で発注する「委託費」が予算で
必要となった。このため、不足する少額の予算要求を含めて平成27年第３回定例県議会において議
決を得て「工事費」から「委託費」への予算区分の変更を行った。
・また、業務委託発注となったことで、大規模かつ複雑な開発を必要とするシステムに適しており、入札
金額だけでなく様々な面から総合的に評価を行って落札者を決定する総合評価落札方式で調達する
こととなり、業務委託契約締結に至るまでの事務手続に時間を要することとなった。
・以上により、閲覧・情報系システム開発に着手する時期が予定より５ヶ月程度遅れてしまった。（※以

上、27年度評価における委員会意見等を踏まえ修正）

・公共情報コモンズに試験運用という概念がないため、試験運用は実施しないこととした。

＜要因分析＞
・平成27年度に契約していたた
め、年度当初から設計開発が進
捗した。しかし、使い勝手向上の
ための手直しや、他システムとの
連携部分の設計で若干手数が
増えた。このためシステム設計開
発に遅れが生じた。
・この影響もあり、個々のソフトウェ
ア作成が完了せず、端末設定作
業や性能試験の実施に至らな
かった。

＜次年度への課題＞
・平成２９年８月中の運用開始を
目指しており、これ以上の遅れを
生じさせない。
・操作習熟のための説明会開催
が必要である。
・防災情報をスムースに伝達させ
るため、情報発信者（市町村等）
と情報伝達者（各メディア等）との
打合せが必要である。

＜課題を踏まえての対応＞
・進捗管理を徹底するとともに、
発注者及び受注者双方がこれま
で以上にスピード感をもって対応
する。
・総合防災情報システム運用開
始前に担当者向け操作説明会
を開催する。
・運用開始前に市町村等と各メ
ディアが一同に会する連絡会を
開催する。

－

H28

総合防災情報システム設計開発

＜取組の目標＞
・システム設計
・クラウド構築
・ネットワーク機器据付
・ソフトウェアインストール実施

＜結果（取組結果）＞
○
△（評価版運用）
○
×

＜評価＞

Ｂ
総合防災情報システム機器調達・製
造・構築

H27

総合情報防災システム仕様決定

＜取組の目標＞
・総合防災情報システム仕様決定
・閲覧・情報収集系システム開発

＜結果（取組結果）＞
・○
・△

＜評価＞

Ｂ
閲覧・情報収集系システム開発

＜参考指標＞
情報発表の状況

＜結果（取組後の指標値）＞
手動による県ホーム
ページへの情報掲載
4回（火山2、台風、
雪）

試験運用（公共情報コモンズエディタ
（県））

＜要因分析＞
・平成26年度から開始した総合
情報システムの仕様決定に向け
た策定作業において、作業開始
時点ではサーバ等機器類を県庁
内に据え付けるオンプレミス型で
整備する想定でいたため、工事
発注として調達する「工事費」で
平成27年度当初予算を設定し
た。

＜次年度への課題＞
・総合防災情報システム更新業
務のシステム開発始期が遅れて
しまったが、これ以上の遅延を発
生させないよう対応する必要があ
る。（※27年度評価における委員会意見等
を踏まえ修正）

＜課題を踏まえての対応＞
・適時適切に進捗報告を受け業
務打合せを行い、迅速な意志決
定を励行するなど工程遅れを発
生させないよう進捗管理を徹底
する。（※27年度評価における委員会意見
等を踏まえ修正）

－
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【全体を通じた成果評価（中間評価）】

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞

【具体的な取組①について】
・ビッグデータ（ツイッター上でつぶやかれた膨大な情報）の活用による県
の評価、課題の抽出は、今後の施策づくりに役立つため、大いに期待でき
る。
・ツイッター等の活用は『H27本格稼働』を希望する。目標がH28本格稼
働では遅い。
・ソーシャルメディアは日進月歩で新しいシステムが生まれる。導入を決
定したものが既に古いものであったということがないよう、継続的な検討・
アップデートを望む。
【具体的な取組②について】
・近県で大きな災害が発生している。防災・災害情報の伝達手段の有効
性を早急に高める必要がある。
・公共情報コモンズは生命にかかわる重要なシステムなので万全を期して
早期運用をお願いしたい。

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
・平成29年８月に総合防災システムの運用を開始する予定であれば、成
果評価はＢマイナスが適当であろう。
【具体的な取組①について】
・要因分析欄記載内容について、「県民アンケート」は何のアンケートか、
「一定の成果を得た」とあるが具体的にどんな成果が得られたのかが不
明。
・新聞や広報では周知されない層へのアピールとして、大いに活用してい
ただきたい。
【具体的な取組②について】
・要因分析欄において、取組の目標のうち「閲覧・情報収集系システム開
発」がなぜ「△」となったかの分析がされていない。「当初予算での歳出予
算区分の相違」がなぜ起こったのかの分析が記載されていない。「総合評
価落札方式入札」を当初から知らされていなかったのかが不明。
・次年度への課題欄と課題を踏まえての対応欄の記載内容が全く同じで
重複している。
・住民の安否に直結する防災情報システムの早期の構築を望む。
・平成29年８月予定の総合防災情報システム運用開始に向けて、計画
どおりに取り組んでいただきたい。

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
【具体的な取組①】
・テキストマイニングによる分析結果は県のホームページ上のどこに掲載さ
れているのか。県民にもフィードバックし公表してもらいたい。
【具体的な取組②】
・総合防災システムは６割の進捗で、平成29年８月の運用開始では当初
計画から遅れてしまったのではないか。

Ｂ

＜評価の理由＞
・ソーシャルメディアの効果的な活用方法の検討は予定どおり
進んでいるが、防災・災害関連情報を提供する総合防災情報
システムの仕様は万全を期すべく決定を延期した。 Ｂ

＜評価の理由＞
・平成28年度からのソーシャルメディアの効果的な活用方法
は決定できたが、総合防災情報システムの調達が遅れてい
る。 Ｂ

＜評価の理由＞
・これまでの検討結果を踏まえ、ソーシャルメディアを活用し、
広聴チャンネルを拡大することができた。
・総合防災情報システムについては、設計開発は完了し、機
器の据付も完了した。クラウド構築は評価版の運用が実現で
きているが、端末の設定作業、インストール作業、性能試験は
着手できていない。

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度
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【総合評価（最終評価）】 【改訂履歴】

Ｂ
＜課題＞
・近年の県民等のニーズの複雑化や多様化、インターネット社会に合わせ、県外を含め、幅広く情報を収集する手段として、ソーシャルメディア上で
発信されているクチコミ情報の活用など、多様な手段を利用した情報チャンネルの拡大を引き続き継続する必要がある。また、得られた情報は適切
に所管所属と共有する必要がある。
・総合防災情報システムは、残り４割の作業を平成29年度は加速させる必要がある。システム構築完了後の運用では、スムースな運用開始ができ
るよう、市町村等の担当者向けに操作説明会が必要であり、更に市町村等情報発信者と各メディアからなる情報伝達者との連絡会を設け、継続的
に意見交換等を行う必要がある。

取組事項 (2)提供・発信手段の充実・多様化 H27.4～8　H26年度自己評価の実施
H27.4～8　①②　H26年度取組結果を踏まえ、H27年度以降の工
程見直し
H27.9～10　H26年度第三者評価の実施
H28.2～5　H27年度自己評価の実施
H28.2～5　②　H27年度取組結果を踏まえ、H28年度の工程見直
し
H28.6　H27年度第三者評価の実施
H29.3～6　 H28年度自己評価及び総合評価の実施
H29.8　H28年度及び総合評価に対する第三者評価の実施

＜推進期間終了後の成果指標＞
①　「群馬県」と関わりの深い言葉を分析した数(サンプル数)
②　平成29年度下期から本運用予定の総合防災情報システム導入に向
けた具体的な工程に基づく進捗率

＜推進期間終了後の成果指標値＞
①SNSのクチコミの分析対象16,919件
②仕様策定は完了したため進捗率100%。総合防災情報システム構築
は、約６割の進捗率となっている。

＜評価＞ ＜評価の理由＞
・テキストマイニングを用いることで、これまで定性的であったテキストデータを定量的に分析できることを確認し、最終年度では、ソーシャ
ルメディアのデータを活用して分析を行い、広聴チャンネルを拡大することができた。
・市町村等との打合せを経てLアラートと連携可能な総合防災情報システムの仕様を定め、構築業務発注し、現在構築業務を遂行して
いる。計画どおりでなかった面もあるが、平成２９年８月中の運用開始を目指し進捗している。

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
・テキストマイニングによる分析結果を県のホームページ上で探してみたが、どこに掲載されているのか。県民にも公表してもらいたい。
・Lアラートが平成29年８月にできればＡ評価に相当する。
・総合防災システムの運用開始目標が平成29年８月中とされているが、推進期間終了後の主な成果としては、構築進捗率が約６割とされている。
予定通り８月中の運用開始が出来るのか。
・大きな自然災害が頻繁に発生するなか、防災・減災への取り組みは非常に重要であると考える。企業単位において緊急時の避難訓練はされてい
るところは多くあると思うが、市町村レベル、町内レベルで訓練を実施しているところはほとんどないのではないかと思う。現在自治体ごとにハザード
マップの整備や緊急避難場所の周知活動には取り組んでいると思うが、有事の際、必要になるのは地域の力ではないかとも思う。個人的な意見では
あるが、県が主体となって各市町村および町内、隣組内単位の避難訓練など実施する必要があるのではないかと思う。
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メモ
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群馬県行政改革大綱実施計画

【具体的な取組】

①県民アンケートの活用促進〔取組所属：◎広報課、総務部総務課〕〔関係所属：全所属〕

【現状・課題（平成25年度時点）】 【改革内容】

【具体的工程】

年度

目標 1　県民目線の県政の実施 改革 改革2　県民意見の反映手段の充実 取組事項 (1)県民アンケートなど積極的な県民意見の聴取

①県民アンケートの活用促進
②県民参画型公共事業の実施

　基本的な県民意識の動向や県政の重要施策に関する県民の意識等を把握するため、「県政県民意識アンケート」を平成24年度から、年
1回、県内に住む20歳以上の県民を対象に実施している。引き続き実施し、活用を促進していく必要がある。
　また、一般県民から広く意見を求める手段としてパブリックコメントがあるが、受け身になりがちであり、それだけでは必ずしも十分ではないた
め、積極的に県民意見を反映する手段として、アンケートを位置付け、パブリックコメントと使い分けながら、活用していく必要がある。

ア　「県政県民意識アンケート」を引き続き実施し、活用していく。
イ　アンケートを効果的かつ高度に実施・活用できるようにしていく。

計画（上段）・結果（下段）
取組状況

作　　業 １四半期 ２四半期 ３四半期 ４四半期

イ

先進事例調査（庁内、他県、民
間）

＜要因分析＞
ア　結果公表後、アンケート結果
の効果的な活用ができているか
検証した。
イ　庁内及び他県調査は実施し
たが、民間を対象とした調査は実
施していない。

＜次年度への課題＞
ア　アンケート結果の新たな活
用、電子メディア（Web回答など）
の活用
イ　民間を対象とした調査を実施
したうえで、先進事例調査結果を
踏まえたアンケート実施方法等の
検討

＜課題を踏まえての対応＞
ア　アンケート結果の活用推進及
び電子メディアの活用方法検討
イ　次年度への課題を踏まえた
H27年度工程の見直し

－

H26

ア

「県政県民意識アンケート」の実
施、結果公表、活用促進周知

＜取組の目標＞
ア　「県政県民意識アンケート」の結果公表
イ　先進事例調査のとりまとめ

＜結果（取組結果）＞
ア　○
イ　△

＜評価＞

Ｂ活用状況フォローアップ調査、効
果検証

＜参考指標＞
ア　県民アンケートの結果を活用した所属数［H25　未把握］
イ　施策に係る県民向けアンケート実施数［H25　未把握］

＜結果（取組後の指標値）＞
ア　６所属
イ　５件

イ

先進事例調査（民間）

効果的・効率的なアンケート実施
方法の検討

＜要因分析＞
ア　結果公表後、アンケート結果
の効果的な活用ができているか
検証した。
イ　先進事例調査を踏まえ、新た
にWeb回答の導入方法を検討、
準備を進めた。（※27年度評価におけ
る委員会意見等を踏まえ修正）

＜次年度への課題＞
ア　結果のさらなる利活用
イ　新アンケートの回収率向上、
対象年齢の引き下げ（20歳以上
→18歳以上）（※27年度評価における
委員会意見等を踏まえ修正）

＜課題を踏まえての対応＞
ア　第15次県総合計画（H28～
31年度）の一部施策についての
設問をH28年度から追加する。
イ　関係各課との調整等（質問項
目や設問数の検討など）（※27年度
評価における委員会意見等を踏まえ修正）インターネット社会に合わせたア

ンケート実施モデルの検討

H27

ア

「県政県民意識アンケート」の実
施、結果公表、活用促進周知

＜取組の目標＞
ア　「県政県民意識アンケート」の結果公表
イ　インターネット社会に合わせたアンケート実施モデルの検討

＜結果（取組結果）＞
ア　○
イ　○

＜評価＞

Ａ
活用状況フォローアップ調査、効
果検証 ＜参考指標＞

ア　県民アンケートの結果を活用した所属数
＜結果（取組後の指標値）＞
ア　３所属＋新総合
計画の基礎資料とし
て活用(複数所属）
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②県民参画型公共事業の実施〔取組所属：◎道路管理課、土木事務所〕

【現状・課題（平成25年度時点）】 【改革内容】

【具体的工程】

年度

計画（上段）・結果（下段）
取組状況

作　　業 １四半期 ２四半期 ３四半期 ４四半期

イ 新アンケート実施モデルの導入

＜要因分析＞
第15次総合計画に関わる設問
を導入し、さらに結果の活用が図
られた。
一方で、Web回答を導入したが、
回収率が昨年度(53.6%)よりも下
回った。

＜次年度への課題＞
回収率の向上を図るとともに若年
層の回収率の改善が必要であ
る。

＜課題を踏まえての対応＞
H29より対象年齢の引き下げ(20
→18歳以上)を行う。

　道路などの社会資本整備事業の計画・実施に当たり、透明性、公正性を確保し、利用者である県民の理解と協力を得るため、また、県民
の使い勝手のよい社会資本整備の実現のため、これまで施行者中心に行われていた事業選定過程に県民の主体的な参画が求められてい
る。
　このため、県民の声をより幅広く取り入れるため、県民の参画方法を工夫しつつ、継続的に県民参画型公共事業を実施していく。

　対象地域の住民へのアンケートにより吸い上げられた地域の改善点を活用して、改善
工事の実施箇所・優先度について、自治会長やＰＴＡ、市町村職員等が参画する会議
において協議・検討を行い、事業計画を策定する。

H28

ア

「県政県民意識アンケート」の実
施、結果公表、活用促進周知

＜取組の目標＞
ア　「県政県民意識アンケート」の結果公表
イ　新アンケート実施モデルの導入

＜結果（取組結果）＞
ア　○
イ　○

＜評価＞

Ｂ活用状況フォローアップ調査、効
果検証

＜参考指標＞
ア　県民アンケートの結果を活用した所属数
イ　新アンケートの回収率

＜結果（取組後の指標値）＞
ア　８所属
イ　50.4%

H26

対象地域選定、協議会メンバーの選
定

＜取組の目標＞
事業計画の策定・工事発注

＜結果（取組結果）＞
○

＜評価＞

Ａ
協議会の設置、運営

＜参考指標＞
実施事業数［25年度　４箇所］

＜結果（取組後の指標値）＞
４箇所（時沢小(前
橋)・大類小(高崎)・
休泊小(太田)・相生
小(桐生)の各学校周
辺）

事業計画策定・工事発注

－
＜要因分析＞
－

＜次年度への課題＞
なし

＜課題を踏まえての対応＞
なし
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H27

対象地域選定、協議会メンバーの選
定

＜取組の目標＞
事業計画の策定・工事発注（県民の要望する改善工事内容を取り
まとめ、安全対策等の工事発注を行う）（※27年度評価における委員会意見
等を踏まえ修正）

＜結果（取組結果）＞
○

＜評価＞

Ａ
協議会の設置、運営

＜参考指標＞
実施事業数

＜結果（取組後の指標値）＞
４箇所（藤岡市役所、
下仁田駅、川俣駅
(明和)、利根実業高
校(沼田)の各周辺）

事業計画策定・工事発注

＜要因分析＞
　県民参画の趣旨を残しつつ事
務作業軽減のため、地域住民ア
ンケートを取りやめ道路利用者
（施設利用者・地元住民）代表と
道路管理者（県職員）との合同
点検で要改善箇所を抽出し対策
工法等を検討した。（※27年度評価
における委員会意見等を踏まえ追記）

＜次年度への課題＞
　別事業（通学路安全プログラ
ム）で行う安全点検と重複するこ
とがあるため、効率的な事業執
行が必要。

＜課題を踏まえての対応＞
　実施対象や事業箇所の見直し

－

＜要因分析＞
前年度に引き続き、事務作業軽
減のため、地域住民アンケートを
取りやめ道路利用者（施設利用
者・地元住民）代表と道路管理
者（県職員）との合同点検で要改
善箇所を抽出し対策工法等を検
討した。

＜次年度への課題＞
　実施箇所でのより一層の早期
工事着手をすることで、早期の効
果発現に努める必要がある。

＜課題を踏まえての対応＞
　事業実施箇所の早期決定。

H28

対象地域選定、協議会メンバーの選
定

＜取組の目標＞
事業計画の策定・工事発注（県民の要望する改善工事内容を取り
まとめ、安全対策等の工事発注を行う）

＜結果（取組結果）＞
○

＜評価＞

Ａ
協議会の設置、運営

＜参考指標＞
実施事業数

＜結果（取組後の指標値）＞
5箇所（県立女子大、
高崎市群馬支所、安
中市板鼻公民館、中
之条駅、大間々駅の
各周辺）

事業計画策定・工事発注
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【全体を通じた成果評価（中間評価）】

Ｂ

＜評価の理由＞
・県民アンケートのさらなる活用に向けた事例調査が庁内及び
他県向け実施にとどまった。

Ａ

＜評価の理由＞
・新たに導入する県政県民意識アンケートでのWeb回答の準
備が完了し、H28年度から実施することとした。

Ｂ

＜評価の理由＞
・Web回答を併用した県政県民意識アンケートを実施したが、
回収率が平成27年度よりも下回った。アンケート内容は、総
合計画に関わる設問等を追加するなど、さらなる結果の利活
用を図った。
・通学路等の身近な道路の安全対策など、県民視点を取り込
み、きめ細やかな事業計画の策定と工事発注が実施できた。

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
・投票率の低下傾向に見える民意の反映の低下を挽回するための一助と
すべくアンケート等の手段を、さらに積極的に活用すべき。

【具体的な取組①について】
・要因分析が不十分ではないかと感じる。なぜ、有効な改善策や工夫を
見いだせなかったのか。その要因に対して次年度以降の取り組みが必要
ではないか。
・改革内容イについて、なぜ庁内調査しか実施しなかったのか、その要因
を記載するほうがよい。
・県民アンケート結果を施策に活用した件数を把握するとともに、県民に
「県民アンケートがどのように施策に反映されたか」を伝えるべき。
【具体的な取組②について】
・学校周辺の安全対策としての県民参画型公共事業４件は評価できる。
今後は高齢者の安全対策等もぜひ実施してほしい。

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
【具体的な取組①について】
・平成26年度の「次年度への課題」として「民間を対象とした調査を実施
したうえで、先進事例調査結果を踏まえたアンケート実施方法等の検討」
とあったが、これは平成27年度に実施されたかが不明。
・要因分析アにおいて「結果公表後、アンケート結果の効果的な活用がで
きているか検証した」とあるが、そもそもアンケートは、調査票のデザイン段
階から仮説や分析方法、活用策を考えるものである。
・改革内容イについて「次年度への課題なし」となっているが、本当に課題
はないのか。
・県民目線での政策実施のため、有効活用されることを期待する。
・なお一層、母集団の数を更に増やす形を目指してほしい。Webの利用に
しても、参加をできるだけ多くする事前の方法も十分考慮して、民意を反
映するのにふさわしい環境を作る中で実施して欲しい。
・平成28年度から県民意識アンケートでWeb回答ができるようになるとの
ことであり、これまでの回答数以上に県民の声を集めることを期待してい
る。また、より多くの施策で県民意識アンケート調査結果を活かしていただ
きたい。
【具体的な取組②について】
・取組の目標の記載内容が雑で詳しくなく、目標として記載するべき内容
になっていないため、また要因分析が空欄になっており、実施結果評価が
Ａが妥当かが不明。改革内容に「対象地域の住民へのアンケートにより吸
い上げられた地域の改善点を活用して」とあるが、地域住民へのアンケー
トを実施したのかが不明。
・県民参画型の箇所は、手間はかかるであろうが、更に増やして欲しい。

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
【具体的な取組①】
・全国でも事例がないWeb回答併用フォーマットについて、さらなる活用を
期待している。
・回収率が平成27年度よりも下回った要因をどのように捉えているか。
・WEBアンケートと以前のアンケートを比較した場合、回答者の属性に統
計的に有意な差がみられたか。また、母集団（県民）と回答者の属性に有
意差はあるか。
・アンケートの回収率が下がった(50.4 %へ)とのことでBにダウンしている
が、どれだけ下がったのか。
・県政県民アンケートの回収率が前年よりも低かった原因を明確化し、改
善・対応に取り組んでいただきたい。
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【総合評価（最終評価）】 【改訂履歴】

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
・県民アンケートの活用促進という点から申し上げたいが、自由記述のテキストマイニングという新たな試みは評価できる。ただし、もう一歩前に進ん
で、できれば外部の大学研究者などが自由にローデータにアクセスし、統計分析ができるような仕組みを群馬県として整備していただきたい。
・県民アンケート回収率が下がってしまったことは残念である。原因を明確化し、改善・対策を期待する。回収率が下がってしまったが、関係各課と調
整をし、より多くの事業に関する設問を追加したことは評価できる。よって、総合評価はＢが適正と考える。
・県民参画型公共事業の取組数を増やしていただきたい。

Ｂ

＜課題＞
・Web回収を併用し回収率の向上を目指したが、H28年度は低下した。また、回答者全体に占める若年層の割合が増加することを想定していたが、
回答(回収)率の高い高齢者の割合がさらに増加することとなり、若年層の回収率を改善できるような方法を引き続き検討していく必要がある。
・より効率的な業務執行及び県民の中でも高齢者や身体障害者等の弱者からの意見の聴取に取り組む必要がある。

取組事項 (1)県民アンケートなど積極的な県民意見の聴取 H27.4～8　H26年度自己評価の実施
H27.4～8　①②　H26年度取組結果を踏まえて、H27年度以降の
工程見直し
H27.9～10　H26年度第三者評価の実施
H28.2～5　H27年度自己評価の実施
H28.2～5　①　H27年度取組結果を踏まえて、H28年度の工程見
直し
H28.6　H27年度第三者評価の実施
H29.3～6　H28年度自己評価及び相互評価の実施
H29.8　H28年度及び総合評価に対する第三者評価の実施

＜推進期間終了後の成果指標＞
①ア　県民アンケートの結果を活用した所属数
①イ　電子メディアを活用した新アンケートの回収率
②　道路利用者が計画づくりから参加し、改善を行った事業計画の数

＜推進期間終了後の成果指標値＞
①ア　１７所属（H26：６所属　H27：３所属　H28：８所属(それ以外の所属
においても計画の基礎資料等に活用)）
①イ　50.4%　（参考 H26：53.4%　H27：53.6%）
②　1３箇所（H26：４箇所　H27：４箇所　H28：５箇所）

＜評価＞ ＜評価の理由＞
・より多くの県民の声を集めるため、H28年度はWeb回答を併用したアンケートを初めて実施した(自治体が行う世論調査としては全国でも
ほとんど事例がない）が、回収率が前年度を下回った。アンケート結果の活用については、関係各課と検討、調整し、より多くの事業に関
する設問を取り入れた結果、活用所属が増加した。
・県民参画型公共事業の実施においては、平成22年から少しずつ手法を変えながらこれまで継続的に様々な地域で、道路利用者の意
見を吸い上げることができた。道路管理に県民の意見を取り入れるという直接的な効果はもとより、県民と向き合いながら仕事を進めるこ
とにより行政側の意識の変化にも寄与することができた。
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メモ
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群馬県行政改革大綱実施計画

【具体的な取組】

①パブリックコメントの実施方法等の改善〔取組所属：◎県民センター、パブリックコメント対象施策等所管所属〕

【現状・課題（平成25年度時点）】 【改革内容】

【具体的工程】

年度

（実施なし）

目標 1　県民目線の県政の実施 改革 改革2　県民意見の反映手段の充実 取組事項 (2)パブリックコメントの効果的な活用と県民意見の反映機会の充実

①パブリックコメントの実施方法等の改善
②政策、施策や事業等の評価に県民意見を反映する仕組みの確立

　パブリックコメントについては、これまでの改革において、県民意見の反映手段として、その定着と活用を図ってきたところであるが、さらなる
充実を図る必要がある。また、県民意見反映機会の充実を図るため、計画や条例など主要な政策に係る方針・骨子などを検討する早い段
階などでのパブリックコメントについても、その活用を進める必要がある。

ア　パブリックコメントの周知方法の改善、意見を出しやすくするための工夫をしていく。
イ　立案段階及び原案段階における実施を進めていく。

計画（上段）・結果（下段）
取組状況

作　　業 １四半期 ２四半期 ３四半期 ４四半期

周知方法や工夫についての庁内
周知 ＜要因分析＞

・有効な改善策や工夫を見いだ
すことが難しかった。
・パブリックコメント実施への喚起
はしたが、立案段階での実施は
なかった。

＜次年度への課題＞
・県民にさらなる関心の引きつけ
や制度を周知するための工夫を
行う。
・関係部署に対して、立案段階で
のパブリックコメントの実施に係る
照会や働きかけを行う。

＜課題を踏まえての対応＞
・制度の再周知
・県ホームページでのパブリックコ
メントトップページにぐんまちゃんを
継続利用し、親しみやすさを出し
て意見提出増につなげる。イ

立案段階及び原案段階における
実施への促進、実施

H26

ア

周知方法の改善、意見を出しや
すくするための工夫の検討

＜取組の目標＞
ア　周知方法の改善、意見を出しやすくするための工夫の試行
イ　立案段階及び原案段階における実施の促進

＜結果（取組結果）＞
ア　△
イ　△

＜評価＞

Ｃ検討結果に基づく改善策や工夫
の試行

＜参考指標＞
ア　パブリックコメント実施状況
［24年度　実施数44件、意見提出件数1,460件（平均33件)、
　25年度　実施数28件、意見提出件数170件（平均６件）］
イ　立案段階のパブリックコメント実施状況［24年度２件、25年度４
件］

＜結果（取組後の指標値）＞
ア　実施数31件、意
見提出件数427件
（平均14件）
イ　０件

33 改革２（２）



イ
立案段階及び原案段階における
実施への促進、実施

＜要因分析＞
ア　昨年度は行わなかった周知
方法・工夫等の検討を行い、実
施所属への助言を行ったところで
あるが、他の業務との関係上、実
施が第４四半期となってしまい、
既に実施した所属は従来と同様
の実施となってしまった。
イ　立案段階でのパブリックコメン
トについては、関係課への働きか
けにより、実施されることとなっ
た。
（※以上、27年度評価における委員会意見
等を踏まえ修正）

＜次年度への課題＞
ア　周知方法・工夫等の本格運
用のため、引き続き実施所属へ
の助言を実施。

＜課題を踏まえての対応＞
ア　年度当初、実施予定所属へ
周知方法・工夫等について通知
する。
イ　関係所属に対して、立案段階
でのパブリックコメントの実施に係
る働きかけを行う。（※27年度評価に
おける委員会意見等を踏まえ追記）

－

H27

ア

年度を通じての周知方法の改
善、意見を出しやすくするための
工夫の本格運用

＜取組の目標＞
ア　周知方法の改善、意見を出しやすくするための工夫の試行
イ　立案段階及び原案段階における実施の促進

＜結果（取組結果）＞
ア　△
イ　△

＜評価＞

Ｂ改善策や工夫の実施所属への
助言

＜参考指標＞
ア　パブリックコメント実施状況
イ　立案段階のパブリックコメント実施状況

＜結果（取組後の指標値）＞
ア　実施数49件、意
見提出件数463件
（平均9件）
イ　１ 件

改善策や工夫の実施所属への
助言

イ
立案段階及び原案段階における
実施への促進、実施

＜要因分析＞
ア　実施方法の改善について、
周知方法等の参考例を示すとと
もに、各所属に協力を求めた。
イ　立案段階での実施について
周知を行ったが、各所属では、必
要性を考慮の上、実施されな
かった。

＜次年度への課題＞
意見を出しやすくするために、引
き続き、実施方法の改善を進め
る必要がある。また、立案段階で
の実施がなされるようにする。

＜課題を踏まえての対応＞
継続して、各所属に対し実施方
法の改善への協力を求めるととも
に、立案段階での実施について
の周知を行う。

H28

ア

年度を通じての周知方法の改
善、意見を出しやすくするための
工夫の本格運用

＜取組の目標＞
ア　周知方法の改善、意見を出しやすくするための工夫の本格運用
イ　立案段階及び原案段階における実施の促進

＜結果（取組結果）＞
ア　○
イ　△

＜評価＞

Ｂ
運用の検証

＜参考指標＞
ア　パブリックコメント実施状況
イ　立案段階のパブリックコメント実施状況

＜結果（取組後の指標値）＞
ア　実施数27件、意
見提出件数117件
（平均4件）
イ　0 件
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②政策、施策や事業等の評価に県民意見を反映する仕組みの確立〔取組所属：◎総務部総務課〕〔関係所属：計画等の実施所属〕

【現状・課題（平成25年度時点）】 【改革内容】

【具体的工程】

年度

　「計画等の『評価段階』における県民意見の反映に係る指針」を平成26年1月に策定し、計画等の「立案・計画」段階だけでなく、「評価」の
段階においても県民の意見を聴取する機会を設け、次の計画等の策定や実施に反映させることとしている。このため、計画等の成果を把握・
評価し、公表することで県民に対する説明責任を果たすとともに、成果や評価に対する県民意見の聴取に努め、計画等に対する県民意見
の反映を進め、計画等の実効性を確保する必要がある。
　また、計画等以外の重要な施策等にも、拡充していく必要がある。

ア　「評価」の段階における県民意見を聴取のため、計画等へのＰＤＣＡサイクルの導入
を進め、第三者（県民）評価又は自己評価の実施及び公表の割合を高めていく。
イ　計画等以外の重要な施策等についても、同様の仕組みの導入を検討の上、実施す
る。

計画（上段）・結果（下段）
取組状況

作　　業 １四半期 ２四半期 ３四半期 ４四半期

－

＜要因分析＞
・計画等のPDCAサイクルの調査
を行うとともに、H26年１月に策定
した指針の周知を図った。

＜次年度への課題＞
・自己評価を行わなかった計画
及び自己評価のみの計画（自己
評価公表や第三者評価を行わ
なかったもの）について、改善す
る余地がないか検討する必要が
ある。

＜課題を踏まえての対応＞
・自己評価を行わなかった計画
及び自己評価のみの計画につい
て、追跡調査又は来年度調査時
に理由等の調査を行う。

H27

ア

計画等のＰＤＣＡサイクル（県民
への公表、意見聴取）の導入状
況のフォローアップ

＜取組の目標＞
ア-1　計画等に対する自己評価＋第三者（県民）評価＋公表の実
施割合　現状の水準以上
ア-2　計画等に対する自己評価の実施割合　現状の水準以上
イ　施策等の評価段階に、県民意見を反映する仕組みの導入［26
年度末時点　仕組みなし］

＜結果（取組結果）＞
ア-1　○［73.3％］
ア-2　○［100％］
イ　△

＜評価＞

H26

ア

計画等のＰＤＣＡサイクル（県民
への公表、意見聴取）の導入状
況のフォローアップ（調査・まとめ）

＜取組の目標＞
ア-1　計画等に対する自己評価＋第三者（県民）評価＋公表の実
施割合　現状の水準以上［25年度　64.3％］
ア-2　計画等に対する自己評価の実施割合　現状の水準以上［25
年度　85.7％］

＜結果（取組結果）＞
ア-1　○［67.3％］
ア-2　○［90.9％］

＜評価＞

Ａ
調査結果公表 ＜参考指標＞

なし
＜結果（取組後の指標値）＞
なし

Ｂ
調査結果公表

＜参考指標＞
なし

＜結果（取組後の指標値）＞
－

イ
計画等以外の重要な施策等に
係るＰＤＣＡサイクル（県民への公
表、意見聴取）の導入の検討

＜要因分析＞
ア　指針の周知を行い、計画等
の事後評価に当たって県民意見
の聴取に努めるよう促した。ま
た、昨年度の調査で自己評価を
行わなかった計画については、そ
の理由の調査を行い、実施割合
の向上に努めた。
イ　計画等以外の施策や条例等
についても同様の仕組みを導入
できないか検討を開始したが、職
員の事務負担や効果などの検証
に時間を要したため、結論には至
らなかった。（※以上、27年度評価にお
ける委員会意見等を踏まえ修正）

＜次年度への課題＞
イ　27年度に結論まで至らなかっ
た計画等以外に県民意見を反
映させる仕組みの導入の検討
を、平成28年度に完了させる必
要がある。（※27年度評価における委員
会意見等を踏まえ修正）

＜課題を踏まえての対応＞
イ　計画等以外に県民意見を反
映させる仕組みの拡充に当たっ
ては、職員の事務負担や効果な
どの検証を行い、拡充の可否に
ついて検討し、結論を出す。（※27
年度評価における委員会意見等を踏まえ修
正）

－
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＜結果（取組後の指標値）＞
－

イ
計画等以外の重要な施策等に
係るＰＤＣＡサイクル（県民への公
表、意見聴取）の導入の検討

＜要因分析＞
ア　指針の再度の周知を行うとと
もに、計画等の事後評価に当
たって、県民意見の聴取に努め
るよう関係所属に依頼した結果、
第三者（県民）評価を実施する
計画等の割合が増加した。
イ　計画等以外の施策や条例等
についても同様の仕組みを導入
できないか検討を行ったが、事務
負担や効果などを勘案し、計画
等のみを対象とすることとした。

＜次年度への課題＞
　計画等の実施結果に対する自
己評価の実施割合は100%となっ
たが、目標の設定方法などの改
善を図り、より客観性の高い評価
とする必要がある。

＜課題を踏まえての対応＞
　目標の設定方法や評価方法等
を把握するため、計画等の実施
結果に対する自己評価方法等の
調査を行う。

H28

ア

計画等のＰＤＣＡサイクル（県民
への公表、意見聴取）の導入状
況のフォローアップ

＜取組の目標＞
ア-1　計画等に対する自己評価＋第三者（県民）評価＋公表の実
施割合　現状の水準以上
ア-2　計画等に対する自己評価の実施割合　現状の水準以上
イ　施策等の評価段階に、県民意見を反映する仕組みの導入の検
討

＜結果（取組結果）＞
ア-1　○［77.8％］
ア-2　○［100％］
イ　○

＜評価＞

Ａ
調査結果公表

計画等のＰＤＣＡサイクル（県民
への公表、意見聴取）の導入に
係る見直し

＜参考指標＞
なし
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【全体を通じた成果評価（中間評価）】

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

Ｃ

＜評価の理由＞
・立案段階でのパブリックコメント実施がゼロであった。

Ｂ

＜評価の理由＞
・計画等の評価段階において第三者（県民）評価を実施する
計画等割合が増加しているが、計画等以外の施策への対象
拡大の検討やパブリックコメント周知方法の改善・工夫はまだ
途上にある。 Ｂ

＜評価の理由＞
・パブリックコメント実施所属のほとんど（96％）が意見を出しや
すくする工夫を行った。
・各所属とも立案段階におけるパブリックコメントでは必要性を
考慮の上、実施されなかった。
・計画等の評価段階において第三者（県民）評価を実施する
計画等の割合が増加した。

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
・「アンケート」と「パブリックコメント」の位置付けを分かりやすく定義し、丁寧
に県民に参加を求めた方がいいのではないか。
・パブリックコメントの周知方法については『第３者にアウトソーシングする』
などの方法も考えてはどうか。

【具体的な取組①について】
・周知方法や工夫についての庁内周知が未実施に終わった要因を記載
すべき。課題を踏まえての対応に記載されている内容では厳しいのではな
いか。
・有効な実施方法の検討中ということを差し引いても、パブリックコメントに
実施回数０件（立案段階のパブリックコメント）というのは問題。大幅な改善
が必要である。実施しながら改善すべき。
・立案が進んだ段階でのパブリックコメントのみではなく、立案の前段階で、
「方針・目的・目標」レベルでの活用を行うことで、細部ではなく、大きな方
針で県民の意見が反映されると思われる。

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
・成果評価が平成26年度：Ｃ→平成27年度：Ｂにアップした理由が不明。
平成27年度：Ｃではと思う。
・平成26年度は「立案段階でのパブリックコメント実施がなかった」とのこと
であったが、平成27年度は立案段階におけるパブリックコメントが増加して
いるとのことで、少しずつ取り組みが進んでいるように思われる。今後は、
パブリックコメント周知方法の工夫、改善に取り組んでいただきたい。
【具体的な取組①について】
・要因分析欄の記載内容を見ると、改革内容イについての要因分析がな
されていない。
【具体的な取組②について】
・改革内容イの要因分析記載内容が、「△」という結果の要因分析になっ
ていない。「仕組みの導入」という目標をなぜ達成できなかったのかについ
て要因分析を行うべきではないか。
・次年度への課題欄と課題を踏まえての対応欄の記載内容が重複してい
る。
・改革内容イの仕組みの導入目標年度が不明。
・73.3％を100％とする仕組みづくりが、今後は必要と思われる。

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
【具体的な取組①】
・パブリックコメントを出しやすくする工夫を行ったことは評価できる。パブ
リックコメントが効果的に活用できたのかどうかについて評価いただきたい。
・「各所属とも立案段階におけるパブリックコメントでは必要性を考慮の上、
実施されなかった」とあるが、必要か否かの基準は何か。また必要である
か否かを判断するのは各担当部局なのか。
・取組状況H28〈要因分析〉「イ 立案段階での実施について周知を行った
が、各所属では、必要性を考慮の上、実施されなかった。」とあるが、意
味不明。
・立案段階におけるパブリックコメントが必要か否かはある程度合理的な
理由がないと県民への説明責任が果たせないのではないか。
・パブコメの実施件数がH28に大幅に減少した（件数49件意見数463件
→27件117件）がなぜか。
・パブリックコメントの実施件数と意見提出件数のどちらも前年を下回った
のに、成果評価が同じＢであるのは理解できない。
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【総合評価（最終評価）】 【改訂履歴】

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
・パブリックコメントについては、その意見提案の件数からすれば、まだまだ改善の余地があるだろう。
・立案段階でのパブリックコメントについては、実施されなかったと、ｐ34＜要因分析＞に記載がある。今後の課題とのこと（P38＜課題＞）。
・県民の意見を広く聞くという趣旨からすると、審議会等で意見を聞くということに関わらず、パブリックコメントを行う方がよいのではないか。
・パブリックコメントがメールで送られてきた場合、「パブリックコメントを受理しました」という内容の自動返信メールが届くように設定してみたらどうか。
・パブリックコメントが出しやすくするための工夫、改善を行ったことは評価できる。パブリックコメント、県民意見を効果的に活用したかどうかの評価が必
要である。
・第三者評価＋公表　平成28年度は77.8％まで増加。次回85％を目標に期待する。

Ｂ
＜課題＞
・パブリックコメントについては、引き続き、実施方法の改善を進めるとともに、立案段階での実施がなされるようにする。
・計画等の実施結果に対する自己評価の実施割合は100%となったが、目標の設定方法などの改善を図り、より客観性の高い評価とする必要があ
る。

取組事項 (2)パブリックコメントの効果的な活用と県民意見の反映機会の充実 H27.4～8　H26年度自己評価の実施
H27.4～8　①②　組織改正等により取組所属変更
H27.4～8　①　H26年度取組結果を踏まえて、H27年度以降の工
程見直し
H27.9～10　H26年度第三者評価の実施
H28.2～5　H27年度自己評価の実施
H28.2～5　①②　H26年度取組結果を踏まえて、H27年度以降の
工程見直し
H28.6　H27年度第三者評価の実施
H29.3～6　H28年度自己評価及び総合評価の実施
H29.8　H28年度及び総合評価に対する第三者評価の実施

＜推進期間終了後の成果指標＞
①　立案・計画段階において意見提出のあった政策等の割合
②　計画等の評価段階における県民意見の聴取実施割合（自己評価＋
第三者（県民）評価＋公表の実施割合）

＜推進期間終了後の成果指標値＞
①0％
②H26：67.3%  H27：73.3%　H28：77.8％

＜評価＞ ＜評価の理由＞
・パブリックコメント実施所属のほとんど（96％）が意見を出しやすくする工夫を行った。
・計画等の評価段階において第三者（県民）評価を実施する計画等の割合が増加した。
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群馬県行政改革大綱実施計画

【具体的な取組】

①各審議会等における公募委員の増加〔取組所属：◎総務部総務課、各審議会等所管所属〕

【現状・課題（平成25年度時点）】 【改革内容】

【具体的工程】

年度

（実施なし）

目標 1　県民目線の県政の実施 改革 改革2　県民意見の反映手段の充実 取組事項 (3)審議会などへの公募委員・女性委員の登用の促進

①各審議会等における公募委員の増加
②各審議会等における女性委員の増加

　毎年の8月時点の公募委員の割合は、平成23年度、平成24年度ともに、同率の2.6％であり、審議会における公募委員は頭打ちの状況で
ある。審議する内容によっては、専門性が求められ、公募になじまない場合がある。

　公募委員の登用を推進する審議会等を整理した上で、各審議会委員改選前に、委員
構成の見直しにより登用を促進する。

計画（上段）・結果（下段）
取組状況

作　　業 １四半期 ２四半期 ３四半期 ４四半期

H27

既存の審議会について、性質ごとに公
募の妥当性を分類

＜取組の目標＞
公募委員を導入すべき審議会における公募委員の登用の促進

＜結果（取組結果）＞
○

＜評価＞

＜参考指標＞
公募委員を導入すべき審議会等における公募委員を登用した審議
会等の割合

＜結果（取組後の指標値）＞
・公募委員を導入す
べき審議会で登用し
た割合：63％
（公募委員の割合（全
体）：3.4％）

H26

既存の審議会について各部局へのヒア
リングの実施、公募の妥当性検討

＜取組の目標＞
公募委員導入を推進する審議会の整理

＜結果（取組結果）＞
△

＜評価＞

Ｃ公募の妥当なものと、そうでないものを
整理

＜参考指標＞
・公募委員の割合［25年度　2.6％］
・公募委員を導入すべき審議会等における公募委員を登用した審
議会等の割合［25年度　未整理］

＜結果（取組後の指標値）＞
・3.2％
・未整理

改選前の総務課・各部局との協議によ
り委員構成の見直しを実施

Ａ
個別に公募導入の検討を実施

改選前の総務課・各部局との協議によ
り委員構成の見直しを実施

＜要因分析＞
・公募委員を導入推進すべきも
のと、それ以外のものに分類。
・委員改選時、公募委員を導入
するよう検討を依頼。

＜次年度への課題＞
・更なる公募委員の導入推進を
図る。

＜課題を踏まえての対応＞
・公募委員を導入推進すべき審
議会へ、個別に意義を説明し、
検討を依頼する。

＜要因分析＞
・審議会の性質が多岐にわたり、
公募を導入する統一した基準の
検討に時間を要し、また他の業
務を優先した。

＜次年度への課題＞
・審議会の性質ごとに、公募導入
の検討を個別に行う必要がある。

＜課題を踏まえての対応＞
・当年度の検討結果を踏まえ
H27年度の工程を見直し、統一
的な判断基準ではなく個別に検
討を行う。
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②各審議会等における女性委員の増加〔取組所属：◎人権男女・多文化共生課、各審議会等所管所属〕

【現状・課題（平成25年度時点）】 【改革内容】

【具体的工程】

年度 ３四半期 ４四半期

H26

女性人材データバンクの整備（随時）
及び関係所属への情報提供

＜取組の目標＞
審議会における女性委員の参画率　34.5%以上
［25年3月現在　33.1％、26年3月現在　35.7％］

＜結果（取組結果）＞
○［27年3月現在
36.5％］

＜要因分析＞
・公募委員を導入推進すべき審
議会へ、個別に意義を説明し、
積極的な検討を依頼したが、微
増（＋１人）にとどまった。

＜次年度への課題＞
・更なる公募委員の導入推進を
図る。

＜課題を踏まえての対応＞
・公募委員を導入推進すべき審
議会へ、個別に意義を説明し、
検討を依頼する。

　平成25年3月1日現在の本県の審議会における女性委員の占める割合は33.1％であり、全国平均34.5％と比べて低い状況である。県民
の県政への参画の機会を拡充し、女性の参画率を上昇させることは、政策決定過程において多様な意見・視点が反映されるだけでなく、行
政運営における公正性の確保という観点からも重要であり、引き続き女性委員の割合の向上に向けた取組が必要である。

　平成27年度末における女性委員の参画率35.0％以上を目指し、人材データバンクの
整備や審議会設立時などにおける登用の働きかけなどを行う。

計画（上段）・結果（下段）
取組状況

作　　業 １四半期 ２四半期

H28

公募委員を導入すべき審議会等へ個
別に検討を依頼

＜評価＞

Ｂ
調査実施後、個別に導入状況を確認

－

＜評価＞

Ａ
審議会などの設立時及び改選期にお
ける積極的な女性の登用の働きかけ

＜参考指標＞
女性人材データバンクの登載実人数［25年度　307人］

＜結果（取組後の指標値）＞
307人

＜要因分析＞
・庁内への女性委員活用の積極
的な働きかけ
・審議会等所管課による積極的
な女性委員登用

＜次年度への課題＞
・データバンク登録者となる新た
な人材の発掘
・審議会等の女性参画率の一層
の上昇

＜課題を踏まえての対応＞
・市町村、県内大学（大学教授
等研究者）、士業など業種ごとの
団体などに対する情報提供の協
力依頼
・女性委員比率35％を下回る審
議会等への積極的な働きかけ

参画率調査

＜取組の目標＞
公募委員を導入すべき審議会における公募委員の登用の促進

＜結果（取組結果）＞
○

＜参考指標＞
公募委員を導入すべき審議会等における公募委員を登用した審議
会等の割合

＜結果（取組後の指標値）＞
・公募委員を導入す
べき審議会で登用し
た割合：63％
（公募委員の割合（全
体）：3.5％）

40 改革２（３）



＜要因分析＞
・庁内への女性委員活用の積極
的な働きかけ
・審議会等所管課による積極的
な女性委員登用

＜次年度への課題＞
・データバンク登録者となる新た
な人材の発掘
・審議会等の女性参画率の一層
の上昇

＜課題を踏まえての対応＞
・市町村、県内大学（大学教授
等研究者）、士業など業種ごとの
団体などに対する情報提供の協
力依頼
・委員改選を迎える審議会等へ
の積極的な働きかけ

参画率調査

H27

参画率公表

＜取組の目標＞
審議会における女性委員の参画率　35.0%以上

＜結果（取組結果）＞
○［28年3月現在
36.6％］

＜評価＞

Ａ女性人材データバンクの整備（随時）
及び関係所属への情報提供

＜参考指標＞
女性人材データバンクの登載実人数

＜結果（取組後の指標値）＞
307人

審議会などの設立時及び改選期にお
ける積極的な女性の登用の働きかけ

H28

参画率公表

＜取組の目標＞
審議会における女性委員の参画率　前年度を下回らない数値

＜結果（取組結果）＞
○［29年3月現在
37.2％］

＜評価＞

Ａ女性人材データバンクの整備（随時）
及び関係所属への情報提供 ＜参考指標＞

女性人材データバンクの登載実人数
＜結果（取組後の指標値）＞
307人

審議会などの設立時及び改選期にお
ける積極的な女性の登用の働きかけ

参画率調査

＜要因分析＞
・庁内への女性委員活用の積極
的な働きかけ
・審議会等所管課による積極的
な女性委員登用

＜次年度への課題＞
・データバンク登録者となる新た
な人材の発掘
・審議会等の女性参画率の一層
の上昇

＜課題を踏まえての対応＞
・市町村、県内大学（大学教授
等研究者）、士業など業種ごとの
団体などに対する情報提供の協
力依頼
・委員改選を迎える審議会等へ
の積極的な働きかけ
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【全体を通じた成果評価（中間評価）】

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
・引き続き推進していただきたい。できれば子育て世代の若い女性の登用
を希望する。
・公募委員の割合、女性委員参画率が前年度より改善している。ある程
度評価できる。公募委員の割合、女性委員参画率の低い委員会の原因
を調査し、改善できるよう働きかけ、目標達成に向けて取り組んでいただき
たい。

【具体的な取組①について】
・要因分析で「他の業務を優先した」は行政改革大綱実施計画の取組は
業務の優先順位が低く設定されていることが伺える。今年度は優先順位
をあげて取り組んでいるのか。
・公募の妥当なものと、そうでないものの整理が取組目標であり優先度が
高い項目であった。他の業務を優先せずに、時間をとって検討すべきで
あった。
・公募委員3.2％は少なすぎる。
・昨年度、前の行革大綱実施計画の目標１改革１「(2)審議会などにおけ
る公募委員・女性委員の増加」のH25年度・総括評価において「公募委員
の募集に関しては、県の広報に必ず掲載するべき」と提言したが、提言が
反映されず残念。

【具体的な取組②について】
・評価は全体の参画率と100％の審議会で35％以上を目指すことが必要
ではないか。審議会ごとに参画率の偏りがあって全体の参画率での目標
を達成しても目指す姿には思えない。
・参画率目標の達成を受けて、女性委員の無理な登用により、有能な男
性委員が排除されない方策を望む。
・県内の上場企業でも女性役員の登用が進んでいない状況を考えると、
審議会全体で女性委員参画率の数値目標を達成できている点は評価で
きる。

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
・公募委員の割合が3.4％では充分な実績とは言えない。成果評価はＢ
が適当ではないか。
・行政の選任した委員だけでなく、普通の県民の声を行政に活かすには、
公募委員は必要不可欠である。
・平成27年度は目標を達成できたということでＡ評価なのかもしれない
が、公募委員の割合が3.4%では少ないので、更なる増加を目標とされた
い。
・まだまだ公募委員は少ないのではないか。次は、質の問題ということか。
・公募委員の募集は、県の広報に必ず掲載することを周知徹底された
い。
・女性委員比率の目標を達成した取り組みは、評価できる。
【具体的な取組①について】
・公募委員を導入すべき審議会で登用した割合63％で実施結果評価が
「Ａ」は妥当とは言いがたい。
・要因分析欄の記載内容について、問題が何かを明瞭に記載するべき。

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
【具体的な取組①】
・なぜ、公募委員数が微増（＋１人）にとどまったのか。
【具体的な取組②】
・女性委員参画率が平成25年度より高くなっており、評価できる。
・女性の参画率をアップさせるためには各所での視点を変えたアイデアが
必要。
・各種審議会の女性の参画率については、目標は上回っているものの、
更なる参画率の向上が求められると思う。現在の女性委員にアンケートを
取るなど、参画しやすい環境作りに取り組んでいただきたい。
・女性参画率37.2％（H25比＋1.5％）で、目標も達成しているのでＡでや
むなしだが、更に上昇させないといけないと思われる。

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

Ｂ

＜評価の理由＞
・公募委員・女性委員の登用は進んだが、公募の妥当性の整
理が実施できなかった。

Ａ

＜評価の理由＞
・公募委員導入を推進すべき審議会を分類して重点的に検
討を促した結果、公募委員の登用が進んだ。
・改選期にあたる審議会所管所属へ女性委員登用依頼を随
時行った結果、女性委員比率35％以上を達成した。 Ｂ

＜評価の理由＞
・公募委員を導入推進すべき審議会へ、個別に依頼したが、
公募委員数が微増（＋１人）にとどまった。
・改選期にあたる審議会所管所属へ女性委員登用依頼を随
時行った結果、女性委員比率は前年度を下回らない数値を
達成した。
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【総合評価（最終評価）】 【改訂履歴】

＜行政改革評価・推進委員会の意見＞
・視野を変えて公募委員の発掘に注力しないと将来の人材確保が厳しいと思われる。しっかりお願いしたい。
・審議会については、平日の昼間の開催が少なくなく、そのような状況下で公募しても、おのずと参加可能な県民は限定されてしまう。開催時刻につ
いても検討してよいのではないか。
・各審議会等における女性委員の増加については、参画率目標に対し順調に進捗しているが、平成32年度目標の40％以上に向けては、参画しや
すさのヒヤリングなど、女性のニーズに合わせた開催をしていただきたい（審議会開催の時間帯、曜日、子どもと一緒に参加できるなど）。
・両目標は達成したものの、＜課題＞P43に記載の通り、まだまだ、改善の余地が大きいと思われる。更なる参画率等の上昇を望む。
・公募委員、女性委員の増加は評価できる。

Ｂ

＜課題＞
・審議会全体における公募委員の割合が３．５％（２９人／８３９人）であり、改善の余地があると認識していることから、公募委員を登用している審議
会の効果を周知し、所管部局の理解を得ることにより、登用促進するよう、導入の可能性の高い審議会を中心に検討・調整を進めていく。
・県民の県政への参画の機会を拡充し、女性の参画率を上昇させることは、政策決定過程において多様な意見・視点が反映されるだけでなく、行政
運営における公正性の確保という観点からも重要であり、引き続き女性委員の割合の向上に向けた取組が必要である。

取組事項 (3)審議会などへの公募委員・女性委員の登用の促進 H27.4～8　H26年度自己評価の実施
H27.4～8　②　組織改正により取組所属変更
H27.4～8　①　H26年度取組結果を踏まえて、H27年度の工程見
直し
H27.9～10　H26年度第三者評価の実施
H28.2～5　H27年度自己評価の実施
H28.2～5　①　H27年度取組結果を踏まえて、H28年度の工程見
直し
H28.6　H27年度第三者評価の実施
H29.3～6　H28年度自己評価及び総合評価の実施
H29.8　H28年度及び総合評価に対する第三者評価の実施

＜推進期間終了後の成果指標＞
①　公募委員を導入すべき審議会等における公募委員を登用した審議
会等の割合
②　審議会等における女性委員の参画率

＜推進期間終了後の成果指標値＞
①６３％（１２／１９機関）
②37.2％

＜評価＞ ＜評価の理由＞
・公募委員の導入を推進すべきものと、それ以外のものに分類し、進めてきた結果、公募委員数が３カ年で８人（２１人→２９人）増加する
など、取組事項の進捗が図られた。
・改選期にあたる審議会所管所属への女性登用依頼を随時行った結果、第3次群馬県男女共同参画基本計画における成果目標（平
成27年度末までに女性委員の参画率35.0%）を達成するとともに、第4次群馬県男女共同参画基本計画における成果目標（平成32年
度末までに女性委員の参画率40％以上（構成員の男女比については均衡を要する））の達成に向け、一層の取組を行った結果、おおむ
ね順調に参画率が向上した。
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メモ
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